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○富士川町ブロック塀等撤去改修費補助金交付要綱 

令和３年９月29日 

告示第53号 

（趣旨） 

第１条　この告示は、町内に存する危険なブロック塀等の倒壊又は転倒による災害を防止す

るため、ブロック塀等の撤去又は改修を行う者に対し、予算の範囲内においてその費用の

一部を補助することについて、富士川町補助金等交付規則（平成22年富士川町規則第39

号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条　この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1)　ブロック塀等　コンクリートブロック造、石造、れんが造その他組積造による塀及

び門柱をいう。 

(2)　道路等　道路、公園その他公共施設の敷地であって、常時不特定多数の者に利用さ

れる土地をいう。 

(3)　撤去　地震発生時において倒壊し、又は転倒する危険性のあるブロック塀等を取り

除くことをいう。 

(4)　改修　ブロック塀等の撤去を行い、当該ブロック塀等に換えて生け垣を設置するこ

とをいう。 

（補助対象者） 

第３条　補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。ただし、

国、地方公共団体及びこれらに準ずる団体を除く。 

(1)　町内に存するブロック塀等の所有者又は管理者（当該土地の納税義務者を含む。）

であって、当該ブロック塀等の撤去又は改修を行う者 

(2)　ブロック塀等の撤去又は改修に対して他の補助又は補償を受けていない者 

(3)　富士川町暴力団排除条例（平成24年富士川町条例第15号）第２条第２号に規定する

暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団員等でない者 

（補助対象工事） 

第４条　補助金の交付の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）は、次の各号の

いずれかに該当するものとする。ただし、販売又は収益を目的とした整地及び宅地造成並

びに建物の解体に附随するブロック塀等の撤去は除く。 



2/12

(1)　道路等に面するブロック塀等であって、高さ（基礎を含む地盤面からブロック塀等

の上面までの高さをいう。）が60センチメートルを超えるものの撤去又は改修。ただし、

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第２項の規定による幅員４メートル未満の

道で、特定行政庁の指定したものに面するものは撤去のみを対象とする。 

(2)　延長１メートル当たり２本以上の樹木を植栽するための改修 

（補助金の額） 

第５条　補助金の額は、別表のとおりとし、30万円を上限とする。 

（交付の申請） 

第６条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、富士川町ブロッ

ク塀等撤去改修費補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて町長に申

請しなければならない。 

(1)　位置図（縮尺1,500分の１程度とする。） 

(2)　施工前の配置図及び写真（撤去し、又は改修するブロック塀等の状況が分かるもの） 

(3)　計画図（配置図、平面図、立面図及び断面図）（改修の場合に限る。） 

(4)　施工に要する費用の見積書の写し（内訳が記載されているものに限る。） 

(5)　その他町長が必要と認める書類 

２　前項の規定による申請は、一の敷地につき１回限りとする。 

（交付の決定） 

第７条　町長は、前条の規定による申請があったときは、内容を審査し、適当と認めたとき

は、補助金の交付を決定し、富士川町ブロック塀等撤去改修費補助金交付決定通知書（様

式第２号）に必要な条件を付して、申請者に通知するものとする。 

（変更又は中止の届出） 

第８条　前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助対象者」という。）は、

補助対象工事の内容を変更し、又は中止しようとするときは、富士川町ブロック塀等撤去

改修工事内容変更・中止届出書（様式第３号）を町長に提出し、工事に着手する前に町長

に承認を受けなければならない。 

２　前項の承認を受けずに工事に着手した場合又は工事着手後に補助対象工事を変更した

場合において、補助対象額が増加したときの当該増加分の経費は、補助対象外とする。 

（工事完了報告） 

第９条　補助対象者は、補助対象工事が完了した日から起算して30日を経過した日又は補助

金の交付決定があった日の属する年度の３月31日のいずれか早い日までに、富士川町ブロ
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ック塀等撤去改修工事完了報告書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて町長に報告し

なければならない。 

(1)　補助対象工事の完了を確認できる写真 

(2)　補助対象工事に係る領収書の写し 

(3)　完成図面（配置図、平面図、立面図及び断面図）（改修の場合に限る。） 

(4)　その他町長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第10条　町長は、前条の規定による報告があったときは、速やかにその内容を審査し、適当

と認めたときは、補助金の額を確定し、富士川町ブロック塀等撤去改修費補助金交付確定

通知書（様式第５号）により、当該補助対象者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第11条　前条の規定による確定の通知を受けた補助金対象者は、富士川町ブロック塀等撤去

改修費補助金交付請求書（様式第６号）により、速やかに町長に補助金を請求するものと

する。 

２　町長は、前項の規定による補助金の請求があったときは、当該補助対象者の指定する金

融機関に口座振替の方法により速やかに補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第12条　町長は、補助対象者が次のいずれかに該当するときは、富士川町ブロック塀等撤去

改修費補助金交付決定取消通知書（様式第７号）により、補助金の交付決定の全部又は一

部を取り消すことができる。 

(1)　第３条に規定する要件に該当しなくなったとき。 

(2)　補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(3)　偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

（補助金の返還） 

第13条　補助対象者は、前条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消された

場合において、既に補助金が交付されているときは、町長が定める期日までに当該補助金

の全部又は一部を返還しなければならない。 

（補助決定者の責務） 

第14条　補助対象者は、補助金の交付を受けた後においては、当該補助対象工事を行った場

所を安全かつ良好な状態に保つよう努めなければならない。 

（その他） 



4/12

第15条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附　則 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

別表（第５条関係） 

注　なお、この表の区分により算定した額を合計し、1,000円未満を切り捨てた額とする。 

 
補助対象工事の内容 補助率 補助単価限度額

 
撤去（改修に伴う

撤去を含む。）

ブロック塀等（基礎等擁壁部を

含む。）の取壊し、運搬及び処

分

実施経費の3

分の2以内

次に掲げる額のうち、

いずれか少ない額。 

(1)　実際の工事費 

(2)　撤去を行うブロ

ック塀等の延長1メ

ートルにつき、7,000

円を乗じて得た額。
 

改修 生け垣 生け垣の新設 5,000円／m
 

支柱の購入 2,000円／m
 

擁壁類（基礎部） 12,600円／m
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様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第８条関係） 

様式第４号（第９条関係） 

様式第５号（第10条関係） 

様式第６号（第11条関係） 

様式第７号（第12条関係） 


